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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税は含んでおりません。 

３．第62期第2四半期については、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第61期

第２四半期連結
累計期間 

第62期
第２四半期連結

累計期間 

第61期
第２四半期連結

会計期間 

第62期 
第２四半期連結 

会計期間 
第61期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  1,075,824  1,289,261  570,517  702,301  2,391,848

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 39,538  △19,518  28,636  △33,836  115,263

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△） 

（千円） 

 450,898  △24,558  415,625  △37,141  653,787

純資産額（千円） － －  1,907,160  2,157,490  2,182,049

総資産額（千円） － －  4,529,996  4,592,027  4,717,676

１株当たり純資産額（円） － －  7.89  8.13  8.22

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期（当期）純損失金額

（△）（円） 

 2.01  △0.09  1.80  △0.14  2.73

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 1.70  －  1.62  －  1.83

自己資本比率（％） － －  42.03  46.92  46.19

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 63,684  27,754

  

－ 

  

－ 
 235,553

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 20,152  △12,933 － －  1,968

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △34,033  △54,192 － －  △91,644

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  226,393  283,097  322,468

従業員数（人） － －  42  46  43
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 当第2四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

   当第2四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であります。 

    

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 46   

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 5   
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(1）商品仕入実績 

当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  当第2四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比(%) 

自動車販売事業（千円）  530,657  131.5

合計（千円）  530,657  131.5

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比(%) 

不動産利用事業（千円）  75,575  92.8

自動車販売事業（千円）  626,726  128.1

合計（千円）   702,301  123.1

２【事業等のリスク】
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当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

（1）業績の状況 

  当第2四半期連結会計期間における経済状況は、緩やかな景気回復が見込まれる一方、足踏み状態という観測も

あり、デフレの進行や個人消費の低迷の継続等により引続き厳しい局面が続いております。 

 このような状況の中、当社グループでは、引き続き不動産利用事業における安定的な賃貸収入の維持拡大と自動

車販売事業の一層の体質強化を図ることによる売上高の拡大および収益増大を図ってまいりました。 

 これらの結果、当社グループにおきましては、当第2四半期連結会計期間の売上高 百万円（前年同期比

％）と増収となりました。また当社グループでは、継続的なコスト削減努力などの経営の効率化や合理化をさらに強

化してまいりましたが、その一方で社会・経済情勢を反映しての収益率の低下などもあり収益面では、営業利益 百

万円（前年同期比 ％）、経常利益は支払利息の減少などがあった一方、長期貸付金に対する担保株式の時価下落

により貸倒引当金繰入額66百万円を計上したことなどにより経常損失 百万円（前年同期経常利益28百万円）、当第

2四半期連結会計期間の純損失 百万円（前年同期純利益 百万円）となりました。 

[セグメントの概況]  

（不動産利用事業）  

 賃貸建物や駐車場等の修繕などによる美観や機能の維持・強化に配慮しテナントからの安定収入に努めました結

果、売上高は 百万円（前年同期比 ％）、セグメント利益は53百万円（前年同期の営業利益比 ％）と堅調に

推移いたしました。  

（自動車販売事業）  

 世界的な環境問題への関心の高まりや「環境対応車普及促進税制」（通称：エコカー減税）及びエコカーへの補助

金制度等による自動車需要トレンドの変化に事業展開を適合させ、新車販売店としての販売体質の強化及びサービス

部門の拡充に取り組んでまいりました。その結果、売上高は 百万円（前年同期比 ％）となり、セグメント利

益は10百万円（前年同期の営業利益 百万円）となりました。  

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

 当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前第2四半期連結会計期間末に比べ57百万円増加し

百万円となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当第2四半期連結会計期間における営業活動によって獲得した資金は、89百万円となり、前年同期と比べ91百万

円増加しました。主な増加要因として売上債権の減少、たな卸資産の減少、仕入債務の増加などによるものであり

ます。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当第2四半期連結会計期間における投資活動によって使用した資金は、12百万円となりましたが、前年同期は13

百万円の資金獲得でした。これは主に有形固定資産の取得によるものであります。  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当第2四半期連結会計期間における財務活動によって獲得した資金は、9百万円となり、前年同期と比べ1百万円

増加しました。これは主に借入金の純増によるものであります。  

   

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第2四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  

  

（4）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当社の事業領域において、自動車販売事業では長引く景気低迷や「環境対応車普及促進事業補助金」の申請受付

終了に伴う個人消費が停滞の状況下で、新車販売の実績を伸張すること並びに車検・整備等のサービス売上の増大

を図ることが課題になると思われます。不動産利用事業では物価上昇に伴い、当社の保有する賃貸用各施設の維持

管理に係るコストが上昇する一方、コスト上昇分をすべてテナントへの賃料引き上げという形で転嫁することが困

難であるため、適正な利益を確保していくことが課題になると思われます。  

 当社といたしましては、こうした状況を踏まえ、引続き既存事業である不動産利用事業ならびに自動車販売事業

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

702 123.1

29

98.6

33

37 415

75 92.8 93.9

626 128.1

2

283
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それぞれの事業におけるより一層の収益増大を図ってまいります。  

 不動産利用事業におきましては、近年の少子高齢化などの社会状況の変化や地域社会のニーズの変化に合致し

た、地域住民に愛され親しまれる生活密着型の店舗・施設作りやテナント誘致を推進いたしますと共に、こうした

経営資源の利用効率の見直し等、慎重で着実なる施策を検討しております。具体的な施策としましては、少ない投

資資金で効率のよい投資収益を上げるために、先ずは当社所有の既存の土地の有効活用を考えており、埼玉県本庄

市の弊社ショッピングセンターや熊谷市の商業施設の再開発を検討いたしております。熊谷市の商業施設につきま

しては、従来比較的小規模の店舗施設を複数保有し、それらを複数のテナントに賃貸しておりました。昨今の状況

では、これら比較的小規模の店舗に対する需要はあまり高くなく、収益性も低くなってきております。このような

社会情勢や地域のニーズの変化に適合させ、これら既存の店舗の運営を見直し、安定的でより収益性の優れる店舗

運営をすべく、再開発を含めた大手テナント誘致に取り組んでおります。これが実現いたしますと長期安定的に一

定の収益を確保することが可能となり、企業価値の向上が図れると考えております。 

 自動車販売事業におきましては、世界的な環境問題への関心の高まりなどを受けた自動車需要のトレンド変化に

対応した事業展開を引続き積極的に行います。ショールームのリニューアルの検討・具体化にむけての準備やお客

様のニーズに的確に対応したアフターサービスの充実化、保険収益などの付帯利益拡大化、法人営業部門の販売網

の構築・強化につとめ、競争力を高めてまいります。中長期的な経営戦略の一環としての電気自動車をはじめとす

る環境対応型次世代モータービークルの開発・販売等につきましては、引き続き慎重な調査検討を継続してまいり

ます。  

 こうした取り組みにより、社会・経営環境の変化に迅速且つ的確に対応できる経営体制の構築を継続することに

より、さらなる経営効率の向上を図り収益力の増大を図っていく所存であります。  
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末における重要な設備の新設、除却等の計画につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成20年12月24日取締役会決議 

  

 該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  445,000,000

計  445,000,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  266,721,725  266,721,725
東京証券取引所 
（市場第二部） 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株であります。 

計  266,721,725  266,721,725 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  第2四半期会計期間末現在 

  （平成22年9月30日） 

新株予約権の数（個）  138

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 138,000,000株 

新株予約権の行使時の払込金額(円） 3,000,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年1月20日 

至 平成24年1月19日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 発行価格  3,020,000 

株式の発行価格及び資本組入額(円） 資本組入額 1,510,000 

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の

承認を要するものとする。 

代用払込に関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年７月１日～

平成22年９月30日 
 －  266,721,725  －  98,990  －  73,990

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社エコ情報サービス 東京都港区南麻布５丁目３－２０  15,600  5.84

株式会社インベストサイゴン 東京都港区芝大門１丁目１０－１－４F  14,790  5.54

合同会社ゼンクーサ 東京都目黒区大橋２丁目８－２１  9,297  3.48

株式会社ジャパンゼネラル 三重県四日市市新正３丁目１７番６号  6,189  2.32

株式会社ユートピア本庄早稲田 埼玉県本庄市本庄２丁目３－４４  5,711  2.14

株式会社エルガみらい研究所 東京都港区芝５丁目２７－４－３０１  4,702  1.77

有限会社オーガスタ 東京都港区南麻布５丁目３－２０  4,000  1.49

仲 弘之 兵庫県神戸市北区  3,114  1.16

株式会社プラスオン 兵庫県芦屋市六麓荘町１０－４  2,828  1.06

守屋 武 山梨県上野原市  2,500  0.94

計 －  68,734  25.77
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものです。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  （平成22年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,533,900 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式265,140,500  2,651,405 同上 

単元未満株式 普通株式   47,325 － 同上 

発行済株式総数       266,721,725 － － 

総株主の議決権 －  2,651,405 － 

  （平成22年９月30日現在）

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社バナーズ 
埼玉県熊谷市石原

一丁目102番地 
 1,533,900  －  1,533,900  0.58

計 －  1,533,900  －  1,533,900  0.58

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  21  19  17  15  13  10

最低（円）  15  13  14  11  1  5

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新東京監査法人

による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 312,893 349,532

受取手形及び売掛金 45,281 65,674

商品及び製品 99,483 86,559

原材料及び貯蔵品 233 119

前払費用 27,751 5,266

繰延税金資産 4,222 6,885

その他 3,231 967

貸倒引当金 △480 △639

流動資産合計 492,617 514,365

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,037,896 3,037,896

減価償却累計額 △2,205,132 △2,176,273

建物及び構築物（純額） 832,764 861,623

機械装置及び運搬具 67,992 75,230

減価償却累計額 △37,339 △31,379

機械装置及び運搬具（純額） 30,652 43,851

工具、器具及び備品 19,018 19,018

減価償却累計額 △17,712 △17,484

工具、器具及び備品（純額） 1,306 1,534

土地 2,998,507 2,986,603

有形固定資産合計 3,863,231 3,893,612

無形固定資産   

その他 1,722 1,803

無形固定資産合計 1,722 1,803

投資その他の資産   

投資有価証券 101,700 101,650

長期貸付金 759,854 759,854

その他 7,821 13,309

貸倒引当金 △634,919 △566,919

投資その他の資産合計 234,456 307,894

固定資産合計 4,099,410 4,203,310

資産合計 4,592,027 4,717,676
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 202,542 239,694

短期借入金 130,000 165,000

1年内返済予定の長期借入金 71,614 28,920

1年内償還予定の社債 － 80,000

1年内返還予定の預り保証金 43,679 43,679

未払費用 8,778 7,229

未払金 49,252 64,373

未払法人税等 825 1,650

未払消費税等 6,149 6,614

賞与引当金 8,050 8,147

前受金 83,784 74,626

その他 2,392 4,258

流動負債合計 607,067 724,192

固定負債   

社債 － 20,000

長期借入金 158,602 57,560

長期未払金 113,940 156,780

繰延税金負債 9,070 9,330

退職給付引当金 23,677 23,007

役員退職慰労引当金 7,577 5,785

長期預り保証金 547,911 572,280

再評価に係る繰延税金負債 966,690 966,690

固定負債合計 1,827,469 1,811,434

負債合計 2,434,537 2,535,627

純資産の部   

株主資本   

資本金 98,990 98,990

資本剰余金 342,696 342,696

利益剰余金 352,493 377,051

自己株式 △30,541 △30,540

株主資本合計 763,639 788,197

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 1,391,091 1,391,091

評価・換算差額等合計 1,391,091 1,391,091

新株予約権 2,760 2,760

純資産合計 2,157,490 2,182,049

負債純資産合計 4,592,027 4,717,676
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 1,075,824 1,289,261

売上原価 805,359 1,010,445

売上総利益 270,465 278,816

販売費及び一般管理費 ※  221,886 ※  234,832

営業利益 48,578 43,983

営業外収益   

受取利息 2,485 2,601

受取配当金 52 83

その他 2,200 5,451

営業外収益合計 4,739 8,136

営業外費用   

支払利息 13,379 3,164

株式交付費 372 －

貸倒引当金繰入額 － 68,000

その他 27 474

営業外費用合計 13,778 71,638

経常利益又は経常損失（△） 39,538 △19,518

特別利益   

固定資産売却益 － 2,653

貸倒引当金戻入額 － 159

役員退職慰労引当金戻入額 21,801 －

関係会社株式売却益 1,045,337 －

その他 388 －

特別利益合計 1,067,527 2,813

特別損失   

貸倒引当金繰入額 658,850 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,624

特別損失合計 658,850 4,624

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

448,216 △21,330

法人税、住民税及び事業税 825 825

法人税等調整額 △3,507 2,403

法人税等合計 △2,682 3,228

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △24,558

四半期純利益又は四半期純損失（△） 450,898 △24,558
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 570,517 702,301

売上原価 430,172 552,042

売上総利益 140,344 150,259

販売費及び一般管理費 ※  110,434 ※  120,765

営業利益 29,910 29,493

営業外収益   

受取利息 74 1,335

受取配当金 12 13

その他 1,640 3,454

営業外収益合計 1,727 4,803

営業外費用   

支払利息 2,759 1,660

株式交付費 215 －

貸倒引当金繰入額 － 66,000

その他 26 472

営業外費用合計 3,001 68,133

経常利益又は経常損失（△） 28,636 △33,836

特別利益   

固定資産売却益 － 2,653

関係会社株式売却益 1,045,337 －

特別利益合計 1,045,337 2,653

特別損失   

貸倒引当金繰入額 664,850 －

特別損失合計 664,850 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

409,123 △31,182

法人税、住民税及び事業税 412 412

法人税等調整額 △6,913 5,546

法人税等合計 △6,501 5,958

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △37,141

四半期純利益又は四半期純損失（△） 415,625 △37,141
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

448,216 △21,330

減価償却費 42,329 40,074

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,624

退職給付引当金の増減額（△は減少） △25,793 1,792

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △21,801 669

貸倒引当金の増減額（△は減少） 663,475 67,840

賞与引当金の増減額（△は減少） 915 △96

受取利息及び受取配当金 △2,538 △2,685

支払利息 13,379 3,164

有形固定資産売却損益（△は益） － △2,653

株式交付費 372 －

関係会社株式売却損益（△は益） △1,045,337 －

売上債権の増減額（△は増加） △23,695 20,393

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,238 △10,506

仕入債務の増減額（△は減少） 24,193 △31,349

未払消費税等の増減額（△は減少） △452 △464

その他の資産・負債の増減額 13,428 △36,292

小計 78,453 33,181

利息及び配当金の受取額 127 138

利息の支払額 △5,886 △3,914

法人税等の支払額 △1,650 △1,650

その他の支出 △7,358 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 63,684 27,754

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,200 △2,732

有形固定資産の取得による支出 － △19,860

有形固定資産の売却による収入 － 9,709

投資有価証券の取得による支出 － △50

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

※2  8,432 －

貸付金の回収による収入 1,000 －

その他 11,919 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 20,152 △12,933

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 61,000 150,000

短期借入金の返済による支出 △100,917 △185,000

長期借入れによる収入 － 166,000

長期借入金の返済による支出 △24,260 △22,264

社債の償還による支出 △40,000 △100,000

割賦債務の返済による支出 － △62,928

株式の発行による収入 74,627 －

自己株式の取得による支出 △4,483 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △34,033 △54,192

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 49,803 △39,370

現金及び現金同等物の期首残高 176,590 322,468

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  226,393 ※  283,097
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   当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

    当第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）

   及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用し 

   ております。これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ124千円減少し、税金等調整前四半期純利益が4,749千円

   減少しております。  

  

   （四半期連結損益計算書） 

   「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

  式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年3月24日 内閣府令第5号）の適用により、当

  第2四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。 

  

  

   当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

   該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められるため、前連結会計年度末の一般債権の貸倒実績率等を使用して

貸倒見積高を算定しております。 

２．棚卸資産の評価方法  棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却

価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

３．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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     該当事項はありません。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

  金額（千円） 

給与  72,174

退職給付引当金繰入額  164

貸倒引当金繰入額  4,625

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  金額（千円） 

給与  78,930

役員報酬  12,120

支払手数料  19,932

株式取扱手数料  15,159

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  
  

  金額（千円） 

給与  34,030

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

  金額（千円） 

給与  40,116
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式    266,721,725株 

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式      1,533,948株 

３．新株予約権等に関する事項 

平成21年新株予約権 

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

 新株予約権の目的となる株式の数  138,000,000株 

 新株予約権の四半期連結会計期間末残高 2,760千円 

  

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在）

  

※2 当第2四半期連結累計期間に 株式の売却により子会

社でなくなった会社の資産及び負債の内訳 

  

株式の売却によりフジキャスティング株式会社が連結子会

社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並

びにフジキャスティング株式会社の売却価額と売却による

収入（純額）は次のとおりであります。 

  

  （千円）

現金及び預金勘定  252,193

預入期間が３ヶ月超の定期預金  △25,800

現金及び現金同等物  226,393

      

流 動 資 産 19,150千円 

流 動 負 債 △1,055,487  

株 式 売 却 益 1,045,337  

フジキャスティング㈱の売却価格 9,000  

フジキャスティング㈱の現金及び

現 金 同 等 物
△567  

差 引 ： 売 却 に よ る 支 出 8,432  

（平成22年９月30日現在）

  

  

  
  

  （千円）

現金及び預金勘定  312,893

預入期間が３ヶ月超の定期預金  △29,796

現金及び現金同等物  283,097

（株主資本等関係）
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 （注）１．事業区分の方法 
事業は、売上集計区分によっております。 

２．各事業部の主要な製品 
(1）不動産利用事業      土地、建物、駐車場の賃貸 
(2）自動車販売事業      ホンダ車の販売及び整備、保険販売 
(3）鋳・鍛造品製造事業    鋳造品・鍛造品の開発、製造（加工・組立を含む）及び販売 
   なお、子会社フジキャスティング株式会社の全所有株式を売却し、当第2四半期連結会計期間より同社を連結の範囲から除外

いたしました。そのため、当第2四半期連結会計期間から鋳・鍛造品製造事業がなくなりました。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  
不動産利用 
事   業 
（千円） 

自動車販売
事   業  
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円）   

売上高             

(1）外部顧客に対する売
上高  81,418  489,099  570,517  －  570,517

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高  5,671  －  5,671 (5,671)  －

計  87,089  489,099  576,189 (5,671)  570,517

営業利益又は営業損失(△)  57,434  2,948  60,382 (30,472)  29,910

  前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

  
不動産利用 
事   業 
（千円） 

自動車販売
事   業  
（千円） 

鋳・鍛造品製造
事     業 

（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高             
(1）外部顧客に対する売

上高  163,078  912,746  －  1,075,824  －  1,075,824

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高  10,978  －  －  10,978  (10,978)  －

計  174,056  912,746  －  1,086,803  (10,978)  1,075,824

営業利益又は営業損失(△)  115,081  3,416  △6,904  111,594  (63,016)  48,578

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。 

 当社グループは、当社（株式会社バナーズ）の不動産利用事業と連結子会社（株式会社ホンダニュー埼

玉）の自動車販売事業の2つを報告セグメントとしております。 

 不動産利用事業では、土地・建物並びに駐車場の賃貸を行っております。 

 自動車販売事業では、ホンダ車の販売・整備並びに保険の販売を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第2四半期連結累計期間（自平成22年4月1日 至平成22年9月30日） 

                                        （単位：千円） 

（注）1.セグメント利益の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千円、 

  各報告セグメントに配分していない全社費用 千円が含まれております。 

  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

    ※四半期連結損益計算書の営業利益  

  

 当第2四半期連結会計期間（自平成22年7月1日 至平成22年9月30日） 

                                        （単位：千円） 

（注）1.セグメント利益の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千円、 

  各報告セグメントに配分していない全社費用 千円が含まれております。 

  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

    ※四半期連結損益計算書の営業利益  

  

（追加情報）  

 第1四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する基準」（企業会計基準第17号 平成21

年3月27日）及び、「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年3月21日）を適用しております。 

  

記載すべき事項はありません。 

該当事項はありません。 

【セグメント情報】

  不動産利用 自動車販売 合計 
調整額

（注）１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

売上高           

 外部顧客への売上高 151,998 1,137,262 1,289,261 － 1,289,261

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 
11,892 － 11,892 △11,892 －

計 163,891 1,137,262 1,301,154 △11,892 1,289,261

セグメント利益又は損失（△） 108,498 3,049 111,547 △67,564※  43,983

67,564 11,892

55,672

  不動産利用 自動車販売 合計 
調整額

（注）１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

売上高           

 外部顧客への売上高 75,575 626,726 702,301 － 702,301

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 
5,971 － 5,971 △5,971 －

計 81,546 626,726 708,272 △5,971 702,301

セグメント利益又は損失（△） 53,929 10,146 64,076 △34,582※  29,493

34,582 5,971

28,611

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）
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該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額（△）又は１株当たり四半期利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  なお、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。  

  

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 8.13円 １株当たり純資産額 7.89円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 2.01円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額 
1.70円

１株当たり四半期純損失金額 △0.09円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額 
－円

  
前第2四半期連結累計期間
（自 平成21年4月１日 
至 平成21年9月30日） 

当第2四半期連結累計期間
（自 平成22年4月１日 
至 平成22年9月30日） 

１株当たり四半期純利益（損失）金額            

四半期純利益（損失）（千円）  450,898  △24,558

普通株主に帰属しない金額（千円）  －      

普通株式に係る四半期純利益（損失）（千円）  450,898  △24,558

期中平均株式数（千株）  224,021  265,187

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 
    

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（千株）  40,841  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －
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（注） １株当たり四半期純損失金額（△）又は１株当たり四半期利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

   金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    なお、潜在株式は存在するものの1株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

  

該当事項はありません。 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 1.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額 
1.62円

１株当たり四半期純損失金額 △0.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額 
－円

  
前第2四半期連結会計期間
（自 平成21年7月１日 
至 平成21年9月30日） 

当第2四半期連結会計期間
（自 平成22年7月１日 
至 平成22年9月30日） 

１株当たり四半期純利益（損失）金額            

四半期純利益（損失）（千円）  415,625  △37,141

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（損失）（千円）  415,625  △37,141

期中平均株式数（千株）  231,187  265,187

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 
    

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（千株）  25,310  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －

（重要な後発事象）
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  訴訟 

当社を被告とする訴訟に関して、平成22年8月30日付にて東京地方裁判所より判決の言い渡しがありました。 

  

１．判決のあった裁判所及び年月日 

  東京地方裁判所  

  平成22年8月30日 

２．訴訟の原因及び判決に至った経緯 

原告は、当社以外の被告３名が、当社以外の被告１名が支配する別会社が有利な条件で当社株式を買い取る意思が

ないのにこれがあるかのように装い、後日上記買取がされるものと信じた原告に当社株式の譲渡代金を支払わせ原告

に損害を与えたなどとして、当社以外の被告３名に損害賠償を請求するとともに、当社以外の被告３名が当時当社の

関係者であったことから、当社に対しても使用者責任等に基づき連帯して原告に発生した損害を賠償するよう請求し

てきたものであります。 

３．訴訟を提起した者の概要 

（１）名    称  株式会社ホートク商事 

（２）所  在  地  群馬県藤岡市上日野６１８－２番地 

（３）代表者の氏名  代表取締役 石田 勇二 

４．判決の概要 

  当社及び被告２名は、原告に対し、連帯して3億4648万9888円及びこれに対する平成19年10月29日から支払済みま

で年5分の金員を支払え。 

５．今後の見通し 

   当社といたしましては、当該判決は到底承服しがたいものであり、即日（平成22年8月31日）東京高等裁判所への 

  控訴および東京地方裁判所への強制執行停止決定申立を行い、強制執行停止決定がなされました。今後は控訴審にお

  いて当該判決の是正を求めてまいります。 

   控訴の申し立てにあたっての供託金は他の被告が全額を支払っており、当社からは支出を行っておりません。 

  また、当社としては控訴審では当社に支払の判決が命じられることはないと判断しております。 

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月10日

株式会社バナーズ 

取締役会 御中 

新東京監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 黒須 靜夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 鍋嶋 幹夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社バナー

ズの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バナーズ及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月11日

株式会社バナーズ 

取締役会 御中 

新東京監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 黒須 靜夫  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 鍋嶋 幹夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社バナー

ズの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バナーズ及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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